
金　額 金　額

382,399,144 59,236,228 

286,068,459 8,327,296 

33,802,380 1,386,300 

36,535,235 2,294,100 

11,867,688 27,479,452 

9,013,789 13,220,928 

60,844 2,862,175 

1,697,740 25,000 

481,210 3,640,977 

2,871,799 

437,818,260 120,148,105 

282,426,260 19,663,103 

281,953,322 8,687,000 

68,609,501 90,101,000 

4,402,196 1,697,002 

115,139,195 

4,453,166 179,384,333 

730,524 

1 

87,536,816 

127,288 636,958,823 

528,548 500,000,000 

426,087 136,958,823 

472,938 136,958,823 

472,938 136,958,823 

155,392,000 3,874,248 

投 資 有 価 証 券 14,862,000 3,874,248 

長 期 貸 付 金 60,000,000 

保 証 金 530,000 640,833,071 

長 期 預 金 80,000,000 

820,217,404 820,217,404 

科　　　目

（資産の部）

流動資産

資産合計

建 設 仮 勘 定

未 収 還 付 税 金

前 払 金

電 話 加 入 権

未 収 配 達 料

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 金

科　　　目

無 形 固 定 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 運 賃

車 両

諸 構 築 物

電 路 設 備

停 車 場 設 備

線 路 設 備

建 物

工 具 器 具 備 品

機 械 装 置

流動負債

（負債の部）

固定資産

鉄道事業固定資産

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

預 り 連 絡 運 賃

預 り 配 達 料

預 り 金

前 受 収 益

土 地

負債及び純資産合計

純資産合計

評価・換算差額

その他有価証券評価差額金

株主資本

その他利益剰余金

資 本 金

利 益 剰 余 金

繰越利益剰余金

有 形 固 定 資 産

平成２９年度

貸  借  対  照  表
（平成30年3月31日現在）

(単位：円）

投資その他の資産

（純資産の部）

負債合計

賞 与 引 当 金

固定負債

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労金引当金

車 両 修 繕 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

立 替 金

未 払 金



72,911,935 

152,556,643 225,468,578 

180,011,837 

28,003,969 

5,227,300 

18,793,677 232,036,783 

6,568,205 

292,664 

41,597 

285,000 

2,195,826 2,815,087 

3,753,118 

235,191 235,191 

3,988,309 

332,400 

4,320,709 当 期 純 損 失

科　　　　　目

特 別 損 失

臨 時 損 失

税 引 前 当 期 純 損 失

法人税､住民税及び事業税

受 取 利 息

有 価 証 券 利 息

受 取 配 当 金

雑 収 入

経　常　損　失

一 般 管 理 費

諸 税

減 価 償 却 費

営　業　損　失

営 業 外 収 益

営 業 収 益

貨 物 運 輸 収 入

運 輸 雑 収

営 業 費

運 送 費

平成２９年度

損　益　計　算　書

(平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

(単位：円）

金　　　　　額



平成29年3月31日残高

事業年度中変動額

当期純利益

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計

平成30年3月31日残高

平成29年3月31日残高

事業年度中変動額

当期純利益

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計

平成30年3月31日残高

3,757,421 

116,827 

136,958,823 500,000,000 

評価・換算
差額等合計

純資産合計

株主資本

平成２９年度

株主資本等変動計算書

(平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで）

(単位：円）

資本金

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

利益剰余金合計

△ 4,320,709 

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等

500,000,000 

株主資本合計

141,279,532 

△ 4,320,709 

116,827 116,827 

641,279,532 

△ 4,320,709 

△ 4,320,709 

636,958,823 

141,279,532 

△ 4,320,709 

△ 4,320,709 

136,958,823 

3,757,421 645,036,953 

△ 4,320,709 

116,827 △ 4,203,882 

3,874,248 640,833,071 

116,827 

3,874,248 



（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券

時価のあるもの

時価のないもの 総平均法による原価法
棚卸資産の評価基準及び評価方法

固定資産の減価償却の方法
定額法　但し、鉄道事業の取替資産については取替法

定額法

引当金の計上基準
貸倒引当金

賞与引当金

退職給付引当金

役員退職慰労金引当金

車両修繕引当金

その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

（貸借対照表に関する注記）
有形固定資産の減価償却累計額 円
関係会社に対する金銭債権・債務

金　銭　債　権 円
金　銭　債　務 円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

営　業　収　益 円
営　業　費　用 円
営業取引以外の取引による収益 円
営業取引以外の取引による費用 円

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純
資産直入法により処理しております。）

貯 蔵 品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定）

有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産

(5)

金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上することとしております。なお、当年度の引当額はありません。

112,974,275
10,755,425

0

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき当期

末において発生していると認められる額を計上しております。

２．

従業員の賞与支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上してお

ります。

役員の退職慰労金の支給に備えるため、会社の内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。

鉄道に関する技術上の基準を定める省令（平成１３年国土交通省令第１５１号）第９

０条に定める機関車全般検査の修繕予定額を見積り計上しております。

(1)

577,365,024

235,191

１．

２．

３．

４．

１．

(1)

(2)

(1)

(2)

……

……

…………
…………

566,074
27,558,103

…………

(3)

(4)

個別注記表



（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における発行済株式の数

株

（税効果会計に関する注記）

（金融商品に関する注記）
金融商品の状況に関する事項

金融商品の時価等に関する事項

（単位：円）

(5) 長期預金

（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券取引に関する事項
現金及び預金

未収金及び未収運賃並びに未収配達料

投資有価証券

長期貸付金

長期預金

未払金及び預り連絡運賃並びに預り配達料

(4) 長期貸付金 60,000,000 59,926,131 △73,869

(4)
貸出先の信用リスクに応じた利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負　　　　債　　　　計

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

△28,077
49,027,676
49,027,676

286,068,459
82,205,303
9,862,000
9,862,000

－
－

9,862,000

518,107,685
49,027,676
49,027,676

80,000,000 80,045,792 45,792

－
－
－
－

　未収金等に係る債権管理は、顧客別の債権管理を行い、債権残高を適正に把握し、入
金額と入金内容を確認し、請求書発行記録と照合したうえで、入金処理を行っておりま
す

994,000普 通 株 式

　繰延税金資産の発生の主な原因は、車両修繕引当金、退職給付引当金等の否認等であり、
回収可能性を検討した結果、評価性引当額として全額控除しております。また、繰延税金負

債の発生の主な原因はその他有価証券評価差額金であります。

　当社は、資金運用については、元本を確実に保全し、安全性、流動性、収益性を確保

できる商品で運用することとしております。

  その他有価証券

(3)

１．

　投資有価証券においては市場価格の変動リスクに晒されております。上場株式につい

ては、半期ごとに時価の把握を行っております。

２．

　営業債務である未払金等は、そのすべてが１年以内の支払期日です。取引先からの請
求書と注文書控及び納品書並びに検収報告書等と照合し、支払条件等に基づき振込等に

より支払管理しております。

(2)

　平成30年3月31日(当期の決算日)における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に
ついては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められ

るものは、次表には含めておりません。((注2)を参照ください。)。

差額時価
貸借対照表

計上額
286,068,459
82,205,303
9,862,000

(1) 現金及び預金
(2) 未収金及び未収運賃並びに未収配達料
(3) 投資有価証券

資　　　　産　　　　計
(1) 未払金及び預り連絡運賃並びに預り配達料

518,135,762

(6)

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額によっております。

(1)

(5)
これらの時価について、期間に基づく区分ごとに、新規の預金を行った場合の預金金

利で割り引いた現在価値によっております。



（注２）

　　　　（単位：円）

（関連当事者との取引に関する注記）

その他の関係会社及び主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１）

（注２）

（注３） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

兄弟会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注１） 貸付金利息については、調達金利を勘案して決定しています。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 644円70銭
１株当たり当期純損失 4円35銭

60,000,000

221,409

資金の貸
付

長期貸付
金

受取利息

長期貸付
金

－

属　性
会社等
の名称

議決権等
の所有

(被所有)
割　合

関連当事
者

との関係
取引金額 期末残高

取引の内
容

科　目

時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商

品の時価情報には含めておりません。

区分
非上場株式
保証金
合　　　計

貸借対照表計上額
5,000,000

１．

１．
２．

530,000
5,530,000

議決権等
の所有

(被所有)
割　合

科　目属　性
会社等
の名称

日本貨物
鉄道(株)

関連当事
者

との関係

駅共同使
用

業務受託

取引の内容

その他の

関係会社

及び

主要株主

 直接

38.23%

被所有

取引金額

79,783,000

33,191,275業務受託料

２．
（単位：円）

（単位：円）

ｼﾞｪｲｱｰﾙｴﾌ
商事株式会社

60,000,000

－

日本貨物鉄道㈱秋田港駅発着又は経由の貨物の取扱いの便に供するため、同駅を共同
使用することについて取引条件等を定めた契約書を締結しており、その金額は積算に

基づく見積り金額を提示し、交渉の上で決定しております。
業務の受託については、日本貨物鉄道㈱より提示された条件を基礎として交渉の上、

決定しております。

未払金

未収金
駅共同使用料

の子会社

関係会社

その他の

27,558,103

期末残高

－

出向負担金他 10,755,425 566,074


	貸借
	損益
	株主資本
	個別注記

